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Ⅰ 本稿の目的

　本研究の目的は、兵士の殉職と社会の受容

に関する欧米の軍事社会学の諸理論が、東南

アジアにおいても適用されうるのかどうかを

検証することである。

　軍が兵士の殉職をどのように扱うか、その

制度は国によって異なるが、多くの場合、軍

は何らかの形で標準作業手続（Standard 

Operational Procedure）を準備しており、

遺族に第一報を伝達する方法、メディアへの

情報公開、遺体の搬送方法、葬儀の方法、補

償金の金額、階級特進などの規則と手順を定

めている。

　本稿はそうした個別の制度を比較・議論す

るのではない。本稿の研究対象は、欧米で過

去 20 年間にわたって論じられてきた、殉職

からみる「軍－社会関係」の変容に関する理

論のアジアへの応用可能性である。

　冷戦終結後、欧米諸国は、国連平和維持活

動（Peacekeeping Operation：PKO）など

の 国 際 平 和 協 力 活 動（Peace Support 

Operations）に軍を派遣するようになった。

自国の防衛のためではなく、遠く離れた紛争

国に派遣された兵士が死傷した際、送り出し

国の世論は大きく動く。兵士の家族や国民、

メディアは軍に対し、現地の情勢や事故の状

況、任務の正当性についての捜査と情報開示

を求める。そして、その説明に納得できない

場合は、政府や議会による派遣の決定そのも

のが果たして正当であったのかと問い正す。

　米国のジャーナル Armed Forces and 

Society は、アフガニスタン紛争の直後であ
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プによるテロ活動によって軍の役割が顕著に

多様化しているフィリピンを事例に、対テロ

戦争による殉職という新たな事象が、軍と社

会の諸アクターとの相互の情報伝達をどのよ

うに変化させるのかを検証する。特に、2017

年にフィリピン南部のミンダナオ島のマラウ

ィ市にて蜂起した過激派グループに対し、フ

ィリピン政府が 5 ヶ月にわたって掃討作戦を

継続した結果、165 名の国軍・警察の殉職者

が発生した事例を取り上げる。多くの国内メ

ディアは作戦を支持した。また、国軍は積極

的に戦場のストーリーを発信し、戦闘終結後

は回顧録や写真集を出版した。政府は殉職者

を、例外的に英雄墓地にて追悼した。本事例

は、東南アジアにおいても欧米同様に、殉職

を契機に軍と社会との間に新たな接点や情報

伝達のメカニズムが生起し、社会の受容ぶり

が変化する可能性を示唆するものである。

Ⅱ　戦死と社会の受容をめぐる理論

１．軍－社会の間の相互伝達

　軍や政府の側から社会への情報伝達に主眼

を置く研究は、欧米の軍社会学（military 

sociology）の分野で発展してきた。先述の

ように、ドイツの軍社会学者である Kümmel

らは、ドイツ市民が兵士の国際平和活動での

殉職を受け入れられずにいた初期の段階か

ら、政治エリートが説明責任を果たし、自国

兵士の犠牲の意義が社会に認知され、やがて

は当然のこととして関心すら払われなくなる

までの「社会的学び（social learning）」の過

程を分析している（Kümmel and Leonhard 

りイラク戦争真っ只中であった 2005 年に、

兵士の殉職と社会の受容に関する特集を組ん

だ。同号には、軍が然るべき儀礼を通じて殉

職者に名誉と尊厳を与えることで、社会はそ

の死を「良き戦死（good death）」を受け入

れることができるとする人類学的な分析

（Ben-Ari 2005）、ドイツ連邦軍が 90 年代末

から 2000 年代にかけてコソヴォやアフガニ

スタンで多数の戦死者を出した際に、社会か

らの批判が政府の説明責任を高め、それを受

けて国民が殉職を徐々に受け入れ、やがては

無関心にすらなっていく過程についての社会

学的な分析（Kümmel and Leonhard 2005）

を含む論文が掲載されている。それらを総括

すれば、「兵士の殉職は、軍や国家による適

切な対応、社会への説明、そして社会からの

問いかけといった相互作用を経ることによっ

て、徐々に、社会の構成員に受容されていく」

という欧米型のメカニズムが浮かび上がる。

　東南アジアにおいては、兵士の殉職をめぐ

る文脈はこれと大きく異なる。フィリピン、

インドネシア、ミャンマー、タイでは、現在

も軍は国内で反政府勢力との戦闘に従事し、

多数の死傷者を出している。社会はそれを受

容し、もはや無関心であるかのように見える。

　しかし本稿は、そのような国においても、

多様化する軍の任務に伴って、従来は予期さ

れていなかったような形での殉職１が発生し

た場合、先行研究で論じられたようなメカニ

ズムが観察できるのではないかとの仮説を立

てる。そして、近年、イスラミック・ステイ

ト（Islamic State：IS）に忠誠を誓うグルー
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墓地が、イラク、アフガニスタンでの「対テ

ロ戦争」を戦った兵士を特別な場所に埋葬す

ることで、遺族や訪問者に対し、彼らの犠牲

の意義を問いかけつづけていると述べている

（Poole 2015）。

　社会の構成員の側から軍や政府に対する要

求や交渉の動態に着目した研究も多く存在す

る。Forster（2006）や Levy（2010）は、社

会契約（social covenant）の概念を応用し、

軍人や家族、あるいは市民社会の構成員が、

部隊や司令部や政府に対し、兵士の名誉、適

切な待遇、手厚い福利厚生、説明責任などを

要求していく動態を分析する。Forster は軍

組織と社会の間のこうした契約を「軍の契約

（military covenant）」として総括的に論じて

いる（Forster 2006）。

　軍の契約にはいくつかのレベルがある。第

一は、軍組織と社会との間の契約である。軍

は国民の負託に期待に応える義務があり、国

民は軍への期待や不満を、政治過程やメディ

アを通じて表明する。先に述べたドイツの事

例はこれに該当する。第二は、軍組織と、兵

士やその家族などから構成される特定の社会

集団との関係である。兵士の死や負傷といっ

た深刻な事態が発生し、軍隊あるいはそれを

指揮する政府が、本人や家族の期待通りの処

遇を行わない場合、この関係には大きな亀裂

が生まれる。Levyは、イスラエルにおいては、

戦争で自国兵に犠牲者が出た際に、軍人家族

の一部が海外派兵や戦争に反対するような運

動を組織化して軍に対して圧力をかけること

があると述べている（Levy 2010）。また、

2005）。Leonhard は、政治エリートが社会

に対し、海外で発生した事態を説明する際の

語彙（たとえば「戦闘」や「戦死」という用

語を使用するかどうかなど）の変遷に注目し、

政治エリートの説明ぶりが社会に及ぼす役割

を強調する（Leonhard 2017）。

　安富はドイツ連邦軍へのインタビューを通

じ、連邦軍が物心両面でいかに殉職に備えて

いるかを説明している。たとえばベルリンに

あるドイツ連邦軍病院・軍事メンタルヘルス

センターは海外に派遣される前の兵士にバー

チャル・リアリティのプログラムを用いて心

理的負荷をかけ、個人のストレス耐性を確認

している。また、連邦軍国連訓練センターは、

遺体の処理や搬送、納棺の方法と手順やそれ

を行う際の心理的負荷についての研修を実施

し、国旗やヘルメットを備えた棺をあらかじ

め海外に派遣される部隊に用意している

（Yasutomi 2019）。しかし、いくら軍が内部

で戦死に備えても、政府がいくら補償の制度

を拡充しても、一般市民が抱える殉職への不

安や葛藤を払拭することはできない２。制度

の有無は、社会の受容を規定する独立変数で

はない３。安富の論文は、ドイツ連邦軍が戦

史博物館に、海外で殉職した兵士の遺留品、

当時の装備品（アフガニスタンで被弾した車

輛など）、従軍神父が使用している追悼ミサ

の用具などを意図的に展示し、市民に海外派

遣のリスクとその意義を問いかける姿勢にも

着目している（ibid）。

　ナショナル・ジオグラフィックの元編集委

員である Poole は、米国の国立アーリントン
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軍と社会、あるいは政治と社会との間の摩擦

を乗り越えるために行う双方向の情報伝達の

度合いが注目されてきた。軍の内規の有無や

補償の充実度、儀式のありかた、兵士ら自身

の覚悟４といった軍内部の制度を整えること

も重要ではあるが、軍や政府からの説明と、

それを求め、受け止め、向き合っていく社会

の側からの意思疎通があって初めて、受容は

成立する５。軍と社会、あるいは政治と社会

との間の摩擦を、それぞれが説明し、解釈し

て乗り越えていく行為が、徐々に社会の受容

を促進すると考えられる。そこには、軍が遺

族に対して行う儀式や説明、政府による国民

への説明、そしてメディアを含む市民社会の

側からの説明責任の要求、政策の見直しの要

求などが介在する。

３．非欧州諸国への応用

　本研究は、先に述べたような欧米の理論の

中で指摘されてきたメカニズムが、非欧州諸

国、とりわけ東南アジアにおいても当てはま

Scott ら (2006) は、イラク戦争に従事した米

軍の兵士らが、大量破壊兵器という戦争の大

義名分である証拠物が発見されないなか、軍

から裏切られたと感じて、軍への信頼を低下

させていくさまを、契約の変化として論じて

いる（Scott et al. 2006）。第三は、雇用者と

しての軍と被雇用者としての兵士、あるいは

部隊の上官と下士官の間の二者間の関係であ

る。

２．分析枠組み：制度・情報伝達・社会の受

容

　本稿では、Kümmel らの定義を援用し、

遺族や市民が、兵士の犠牲をやむを得ないも

のとして納得した状況を「社会の受容」とす

る。

　先行研究の議論をもとに、本稿では以下の

図のような分析モデルを用いる。

　すでに述べたように、欧米の先行研究にお

いては、受容の程度を規定する要素として、

予期せぬ形で殉職が発生してしまった際に、

図：兵士の殉職と社会の受容モデル（黒い矢印が情報伝達）
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対称性によって国民が抑圧的に黙らされてい

るだけではないことを示すものではないだろ

うか。

　本稿では、東南アジア諸国の中でも、特に

フィリピンを事例として選択する。その理由

は、兵士の殉職があまりにも日常的であり、

殉職をめぐる軍－社会の間の摩擦がほとんど

発生しない社会であるにもかかわらず、過去

10 年にわたって何度か、任務や死傷者の規

模において予期せぬ形での殉職が、政治家や

メディア、ひいては世論を動かしてきたから

である。後述のように、フィリピンでは平均

すると 3 日に 1 名の兵士が、共産主義勢力や

イスラーム武装勢力といった国内の反政府勢

力との戦闘で「戦死」している。この状況は

1986 年の民主化後も数十年にわたって続い

ており、兵士の死は、もはやニュースにすら

ならないことが多い。しかし、新たな脅威や

新たな軍の任務によって発生した特定の事案

に対しては、メディアや市民団体は、軍や政

府の責任を追及してきた。

　次章では、近年、社会の関心を集めた事件

における、軍と社会の相互の情報伝達の変化

を分析する。

Ⅲ　フィリピンにおける殉職と社会の受容

１．日常的な戦死

　下表は、2016 年 7 月 1 日から 10 月 10 日

までの 101 日間に、任務遂行中に負傷、死亡

した国軍と警察の人数である。この数は、病

死や事故、自殺を含まない、任務遂行中のも

の（Kil led- in -Act ion , Ki l led - in -Pol ice 

るかどうかを検証する。先述の米国のジャー

ナル Armed Forces and Society の 2005 年

特集号は、欧州諸国がボスニア、コソヴォ、

アフガニスタンといった NATO の域外活動

において自国兵の殉職に直面した際の社会の

反応について論じたものであった。一方で、

東南アジアでは一般的に、個人が軍のありか

たに意見することは少なく、国連 PKO を含

む国際平和協力活動の位置づけも、欧米諸国

とは大きく異なっている６。フィリピン、イ

ンドネシアなどではいまだに、軍は国内の反

政府勢力との戦闘に従事している。殉職者は

規則と慣例に従って追悼されるが、政治家が

その任務の正当性について国民に説明する機

会は少なく、メディアや市民社会がそれを求

めることも少ない。

　しかしそのような中でも、欧州と類似のメ

カニズムは見られるのではないか。東南アジ

ア諸国においては、国際平和協力における犠

牲者が世論を揺さぶるようなことは過去に起

こっていない。しかし、対テロや海賊対処、

国境を超える犯罪対策など、さまざまな非伝

統的安全保障分野において軍の国内の任務が

多様化し、特に対テロ戦争の文脈で、多くの

「予期せぬ殉職」が発生している。それが軍

やメディアを動かし、市民の意識を変化させ

ていく可能性は十分に考えられる。その意味

で、欧州との比較は必ずしもパラレルなもの

ではないが、仮に欧州と同様の変化がみられ

るのであれば、それは、東南アジアにおいて

も、軍と社会との関係が必ずしも硬直したも

のはないことを意味するし、また、情報の非
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4）メディアを通じた（軍と社会との）情報

伝達、の 4 つの側面に分けて分析したい。

1）軍と構成員との間の情報伝達

　戦死が頻繁に発生するフィリピンでは、軍

における殉職者の扱いについての手続きはす

でに標準化されている。民主化直後の 1987

年に制定された「国防省規則 G131-162」は、

殉職者発生時の詳細な手順として、医官によ

る死亡判定、遺族への連絡、遺族へのケア、

見舞金、保証金、事件の起こった場所での実

況見分と捜査報告書の作成、遺体の扱い、葬

儀の手順などを包括的に規定している。

　死傷事案が発生すると、部隊にあらかじめ

任命されている「サバイバー下士官（Survivor 

NCO）」（階級は曹レベル）と、総務担当の

幹部がペアになって事件を担当する。原則的

には、サバイバー下士官が遺族の自宅を訪れ、

一報を告げる。もし遺族が遠方にいて訪問が

困難な場合は電話によって伝達するが、でき

るだけ自宅を訪れることが望ましいとされて

いる。

　軍は全国に拠点を持つ大手の葬儀業者と契

約しており、部隊は遺体を、事案の発生した

場所からもっとも近い斎場に搬送する。葬儀

は、事案の発生場所からもっとも近い歩兵師

団の本部で行われることが多いが、遺族の希

望に沿って、故郷の町など、再度、別の場所

に棺を移送することも行われる。その際の交

通手段、エスコートなどはすべて軍が行う。

葬儀業者は、殉職者の宗教や遺族の希望に基

づいて、遺体安置や葬儀の手配をする。棺に

Operation）であり、その多くは、共産主義

武装勢力およびイスラーム武装勢力との交戦

による。国軍は通常、敵側勢力の士気を高め

てしまうリスクがあるとして、死傷者数とそ

の詳細を公表していないが、この数字は、

2017 年に国防省が他省庁と殉職者や負傷者

の家族への支援に関する覚書を締結する際

に、参考資料として部分的に公表したもので

ある。よって、この期間のデータのみをここ

に提示することに特段の理由はないが、兵士

が毎日のように負傷し、3 日に 1 名が戦死し

ていることが見てとれる。

表　任務遂行中の国軍と警察の死傷者

（2016 年 7 月 1 日から 10 月 10 日まで）
負傷者 死者 全体

2016 年 7 月 1 日から 10 月 10 日まで（101 日間）
国軍 113 34 147
警察 33 14 47
合計 146 48 194
1 日当たり平均
国軍 1.11 0.33 1.44
警察 0.32 0.14 0.46
合計 1.43 0.47 1.90
出 典：Armed Forces of the Phi l ippines 

“Comprehensive Social Benefits Program for the 
AFP/PNP Battle/Duty Casualties and Their 
Dependents : AFP/PNP Personnel Family 
Profile”を筆者翻訳。

２．殉職をめぐる軍と社会の相互作用

　軍－社会関係にはさまざまな次元がある

が、本稿では、前章で取りあげた「軍の契約」

に関する先行研究に沿って、1）軍と構成員

の間の情報伝達、2）軍と兵士の家族（遺族）

の間の情報伝達、3）政治家による情報伝達、
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ため、他の東南アジア諸国の兵士よりも殉職

の覚悟は強いのではないかと口を揃える。た

とえば、南部ミンダナオのサンボアンガ市で

レンジャー部隊の隊長を経験している国軍

PKO センター司令官のオリエル・パンゴッ

ク（Oriel L Pangcog）陸軍大佐は、つぎの

ように述べる。

「国軍士官学校の新卒幹部の仲間内では、

『卒業式の 1 年後、全員残っていられるだ

ろうか』、『自分たちの 1 年先輩の期は、

卒業 3 ヶ月で一人目の犠牲が出てしまっ

たからな』といった会話を交わすことが

きわめてありふれた光景である。幹部に

とっても、殉職は非常に身近である。同

時に、軍の内部の凝集性（cohesion）が強

い部隊であれば戦死は避けられるはずだ

との精神論も多くみられる。」10

　フィリピンのオンラインメディア・ラップ

ラー（Rappler）で従軍記者を務めたカルメ

ラ・フォンブエナ（Carmela Fonbuena）氏も、

制度面の充実に加えて、軍内部の精神論が兵

士を支えていることを指摘する。

「兵士にとっては、フィリピンは戦時中で

ある。兵士としての責任感、同胞意識は

非常に強く、自己犠牲は崇拝の対象であ

る。『これだけ戦闘に備えている』、『いつ

でも覚悟はできている』ということが美

徳とされ、美談となる。」

　他方で、欧米に比べると、兵士の心理ケア

やグリーフケアは不足している。従軍神父・

従軍牧師（military chaplain）は師団単位で

しか配置されていないので、遺族のグリーフ

入れる制服や棺の形、棺にかぶせる国旗など

は、マニュアルに従って軍が用意する。軍は

また、遺族の移動手段を確保し、弔問客のた

めの食事などの資金も負担する。

　こうした手続きのフローチャートや見舞金

の金額は、国民に公開されており、従来型の

戦闘（共産主義勢力やイスラーム武装勢力と

の戦闘）においても、後述するような対テロ

戦 争 や そ の 他 の 任 務 に お い て も、「 戦 死

（Killed in Action）」であるかぎり、均等に

適応される。

　下士官が部隊の上官や司令官に対して業務

上の配慮を求める行為は自然に行われるが、

現役の兵士がグループを作って軍に対して交

渉することはほとんどない。また、兵士が政

治家に対して陳情や交渉を行うことは、青年

将校によるクーデター未遂などの特殊な例を

除けば、ごくまれである７。国軍司令部総務

課はその理由として、1987 年の国防省規則

が遺族年金、未消化有給の扱いなどについて

明確な基準を示していること、部隊の内部に

おいて兵士の陳情を受け付ける制度が整って

いることを挙げる８。同時に、フィリピンで

は退役軍人が上下院議員に選出されたり、閣

僚に任命されたりすることが多くあるため、

「兵士が集合行動を行わなくとも、彼らが兵

士の意思を汲み取って、環境を改善するよう

な法案をすすんで作ってくれる」とも述べて

いる９。

　士官学校を卒業した軍幹部、および従軍ジ

ャーナリストらは、フィリピン軍はいまだに

反政府勢力との間で熾烈な戦闘を行っている
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支援、教育支援などについて省庁横断的な協

力を行うことを定めた。

　兵士の家族は、幹部・下士官を問わず、家

族会、夫人会（婚姻関係にないパートナーを

含む）などを部隊ごとに形成している。マニ

ラ首都圏の司令部に勤務する幹部の多くは基

地に近接する幹部宿舎に家族と生活してお

り、そこでは活発な家族会活動が行われてい

る。また、国軍士官学校の同期会は夫妻で参

加する慣習がある。同期会の中で遺族を支え、

追悼の会合を準備することは、自発的に、活

発に行われている。

　遺族らがグループを作って軍や政府に対し

て待遇の改善を求めたり、遺族が軍を訴えた

りする事例はほとんどない。唯一の例外は、

1995 年、国軍士官学校を卒業直後に海上で

死亡した海軍幹部の遺族らが、ボートから落

ちて亡くなったとの軍の説明に納得できずに

オンブズマンの軍事・法執行機関担当部

（Military and Law Enforcement Officers）

という部署に訴えを起こし、2013 年に殺人

が認められ、墓が英雄墓地に移動された事例

である 12。

3）政治家からの情報伝達

　大統領、知事、市長などは殉職した兵士の

葬儀や追悼式典に参加したり、家庭を慰問し

たり、見舞金を渡したりするが、広く国民に

対し、戦闘を伴う任務の意義や殉職の状況を

説明することはほとんどない。これは、多く

の戦闘がいまだに作戦継続中であり、軍が秘

密の保持を求めていること、また、戦死の具

ケアにはめったに関与しない。また、心理士

はほとんど配置されておらず、レンジャー部

隊の訓練においても心理士から適切な助言を

得る機会は少ない。現場で兵士の死傷事案に

直面したことのある幹部らは、日々、死傷者

が出るような前線の任務は精神的にダメージ

が大きいので、適切なストレスマネジメント

について専門家に相談したいと感じたことが

あると述べている。11

2）軍と兵士の家族との間の情報伝達

　兵士が殉職すると、葬儀に必要な出生証明

書などの収集を含む遺族とのやりとりは、サ

バイバー下士官が担当する。ただし、兵士の

多くが男性であることから、遺族が望む場合

は、首都マニラの陸軍本部の人事課に配置さ

れている死傷者の家族ケア専門の女性兵士

が、男性であるサバイバー下士官に代わって

グリーフケアを担当することもある。軍は事

故の状況を遺族に説明するが、多くの場合、

事案の発生する場所では戦闘が継続中である

ことから、作戦の詳細を説明することは義務

付けられておらず、また、遺族が事故現場を

訪問することも、安全上の理由から困難であ

る。

　2017 年には、官房長官、国防大臣、内務

自治大臣の三者が、教育省、労働省、社会福

祉開発省、労働雇用技術教育技能教育庁、国

家住宅庁、国家警察、財務省予算局、大統領

府秘書局、フィリピン健康保険公社などの各

長との間に覚書を締結し、殉職した兵士・警

察官の遺族に対する見舞金、住宅補助、医療
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士への弔問は、大統領が軍との距離感を縮め、

軍に安心を供与したいとの意図からであろう

とも分析されている 15。

4）メディアを通じた情報伝達

　フィリピンの国内メディアは一般に、兵士

の殉職については淡々と事実を報じる。また、

国軍側の作戦に不備があったのではないかと

の追及を行う場合もある。これは、新人民軍

ゲリラであるとの容疑で拘束・殺害された市

民がゲリラではなく合法的な活動家であっ

た、政権に批判的な報道を続けるジャーナリ

ストへの容疑そのものがでっちあげであっ

た、というような軍・警察による人権侵害が、

民主化後も全国的に発生しているためである

（Advincula-Lopez 2012）。

３．変化する相互作用：ママサパノ事件

　このように、一般的にフィリピンでは、軍

は規則に沿って粛々と殉職を扱い、軍の構成

員や家族から大きな反発が起こることもな

く、また、政治家が軍の任務の重要性やリス

クについて社会に説明することもほとんどな

い。

　しかし近年では、軍の任務の変化に伴い、

殉職者の扱いや作戦の正当性をめぐって社会

の側が軍や政治家を批判し、その後の作戦や

政策の見直しを迫った事例が存在する。

　第一は、2013 年に発生した、イスラーム

武装勢力のミンダナオ南部のサンボアンガ市

での立てこもりを契機とした戦闘である。イ

スラーム分離派であるモロ民族解放戦線

体的な状況を公開することで反政府武装グル

ープ側を勢いづかせるリスクがあるためであ

る。

　2016 年に 6 月に就任したロドリゴ・ドゥ

テルテ（Rodrigo Duterte）大統領は、兵士

の殉職に言及する機会の多い例外的な大統領

である。同大統領は、幹部・下士官の差異な

く、頻繁に全国の遺族を訪問してきた。特に

就任後の最初の 6 ヶ月は、全国の基地を回り、

軍の病院を訪問し、傷病兵と対話し、住宅の

斡旋や給与の引き上げを提案した。また、

2017 年 2 月にミンダナオで共産党の軍事組

織である新人民軍（New People’s Army）

との戦闘によって兵士が殉職を遂げると、

「政府は、共産主義勢力との和平対話を中

止し、停戦合意を破棄する。戦闘は好ま

ないが、兵士が殺され続けるなら、戦闘

に戻るしかない。この 48 時間で多くの兵

士を失った。停戦合意を続けても何も得

るものはない。兵士らは基地に戻り、銃

を手入れして戦闘に備えよ。残念だがそ

うせざるを得ない」

と明言し、兵士の葬儀に向かった 13。同氏は

大統領に就任する前に 22 年間、ダバオ市長

を務めており、当時は新人民軍の側の死者の

葬儀に参列し、中央政府に対して停戦を呼び

かけると発言していた 14。また、選挙期間中

には共産主義勢力との和平交渉に積極的な姿

勢を見せ、フィリピン共産党の創設者であり

オランダに亡命中のホセ・マリア・シソン

（Jose Maria Sison）とスカイプで対話する

様子を有権者に向けて発信していた。殉職兵
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49 名もの殉職者が出るという事態に、軍と

警察との調整不足、軍の判断ミス、あるいは

警察を管轄する内務自治省の指揮監督責任を

指摘する声が相次いだ。大手メディアは、警

察官らの遺体がマニラのビリャモール空軍基

地に移送されてくる映像や遺族へのインタビ

ューを放映し、殉職者らを英雄視した 22。メ

ディアはまた、アキノ大統領が遺体搬送の当

日、空軍基地での出迎えをしなかったことを

批判した 23。大統領は翌日、遺体と面会して

追悼儀式を行った 24。大統領の盟友であり、

内務自治大臣として警察を管轄していたマニ

ュエル・ロハス（Manuel Roxas）も厳しい

批判を受けた 25。上院は、この作戦の正当性

をめぐって公聴会を実施し、軍や警察の責任

者を召喚した 26。アキノ大統領は後に、この

事件をめぐってオンブズマンに起訴され

た 27。

　遺族へのインタビューは繰り返し報じら

れ 28、実業家や民間企業が遺族支援を名乗り

出た。こうした事態を受け、遺族のうち何名

かは、作戦が不当であったとして、裁判所や

国家人権委員会に訴え出た 29。これは、フィ

リピンにおいては異例の出来事であった。

ママサパノ事件で殉職したのは兵士ではなく

警察だが、メディアの報道や市民からの注目

が、大統領を動かし、また、遺族を動かした

という点で興味深い。

４．変化する相互作用：マラウィの戦闘

　第三の、そして最大の変化は、2017 年に

ミンダナオのマラウィ市で発生した国軍とイ

（Moro National Liberation Front：MNLF）16

のヌル・ミスワリ派の武装メンバーが、約

200 名のサンボアンガ市民を人質に取って市

内に籠城した。５日間の銃撃戦の後、武装メ

ンバー 11 名、兵士 5 名、市民 2 名が死亡し

た 17。負傷者は 200 名を超え、12 万人もの国

内避難民が発生した。当時のベニグノ・アキ

ノⅢ（Benigno Aquino III）大統領は、この

地 域 を 掌 握 す る 西 ミ ン ダ ナ オ 司 令 部

（Western Mindanao Command）を統率でき

ておらず、警察との調整も行っていなかった

としてメディアからも現地の自治体関係者か

らも批判を浴びた 18。これを受け、大統領は

戦闘に従事して生還した兵士らに対して、異

例の表彰を行った 19。

　第二は、2015 年に発生したママサパノ事

件である。同年 1 月、フィリピン政府は、死

亡していたとされていたマレーシア国籍の過

激派組織指導者、ズルキフリ・ビン・ヒル

（Zulkifli Bin Hir）、別名マルワン（Marwan）

の身柄を拘束する作戦 20 を、ミンダナオ中部

のマギンダナオ州ママサパノ町にて実施し

た。この作戦は国内最大のイスラーム武装勢

力であるモロ・イスラム解放戦線（Moro 

Islamic Liberation Front：MILF）への事前

通告なしに行われたため、同町周囲に拠点を

おく MILF とその分離派であるバンサモロ・

イスラム自由戦士（Bangsamoro Islamic 

Freedom Fighters：BIFF）が国家警察特殊

部隊を攻撃し、11 時間の銃撃戦の後、国家

警察特殊部隊 49 名、MILF 兵士 18 名、一般

市民 5 名が死亡するにいたった 21。警察から
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（Delfin Lorenzana）国防大臣は、マラウィ

市内にてハピロンの死亡を確認したと発表

し、翌 10 月 17 日、大統領はミンダナオ島マ

ラウィの解放を宣言した。10 月 23 日に戦争

終結宣言が発出され、5 ヶ月の戦闘は終息し

た。軍は 158 名、警察は 7 名の殉職者を出し、

武装勢力側からも一般市民からも死傷者が出

たほか、長期化する市街戦のために 40 万人

以上が国内避難民としての生活を余儀なくさ

れた。

　合計 165 名の殉職者 31 をめぐる軍や政府、

そしてメディアの情報伝達のありかたは、従

来とは全く異なるものであった。

1）軍と構成員の間の情報伝達

　軍は当初から、対テロ市街戦であったこの

戦闘を、新しい任務と位置付けていた。退役

軍人であるフォルティーノ（P.R. Fortino）

が後に特殊部隊の兵士らの証言を書き起こし

て自費出版した書籍『一人として置き去りに

しない（No Man Left Behind）』は、部隊の

凝集性や、上官と下士官との情報伝達がいか

に緊密であったかを、当時、兵士らが送りあ

った携帯電話のショート・メッセージをも引

用しながら、繰り返し述べている。兵士の自

己犠牲が美化されている一方で、兵士らが司

令官や大統領に対して抱いていた期待や、家

族支援などの制度についての記述はほとんど

ない（Fortino 2018）。

　軍は殉職兵士に対し、従来とは異なる追悼

方法をとった。軍は 165 名すべてを英雄墓地

（Libigan ng mga Bayani）に祀ることを提

スラーム過激派との間の戦闘でみられた。ア

キノ政権（2010-2016）はフィリピンにおけ

るISの存在を否定してきたが 30、2016年には、

イスラーム過激派のアブ・サヤフ・グループ

（Abu Sayyaf Group）の指導者であるイスニ

ロン・ハピロン（Isnilon Hapilon）が、複数

のグループを率いてイラク・レバントのイス

ラミック・ステイト（Islamic State in Iraq 

and the Levant：ISIL）に忠誠を誓う動画が

配信された。マラウィで蜂起したのも、イス

ラミック・ステイト（IS）に忠誠を誓うグル

ープであった。

　軍は 2017 年 5 月 23 日にハピロンの身柄を

確保する作戦を開始した。銃撃戦になったと

ころへ、現地で勢力を急速に拡大していた「マ

ウテ・グループ（Maute Group）」と呼ばれ

る別の組織が参戦し、兵士 5 名、警察官 1 名

が死亡した。「マウテ・グループ」は同日の

うちに南ラナオ州のラナオ湖の北側に位置す

る人口約 20 万人の地方都市、マラウィ市を

占拠した。

　この事態を受けて同日夜、ロシア訪問中の

ドゥテルテ大統領はミンダナオ島とスールー

諸島に戒厳令を布告して即時帰国し、「マウ

テ・グループは IS の一部である」と述べ、「ジ

ハード主義」のテロリスト組織がフィリピン

に存在することを公式に認めた。

　マウテ・グループは市庁舎や刑務所、大学、

病院などを占拠して、民間人を人質に抵抗を

続けた。フィリピン政府は軍と警察の合同タ

スクフォースによる掃討作戦を展開した。

　10 月 16 日、デルフィン・ロレンザーナ
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3）政治家からの情報伝達

　5 ヶ月におよぶマラウィの戦闘中、ドゥテ

ルテ大統領は 7 月 20 日に戦闘服姿で現地を

初訪問したのを皮切りに、10 月 17 日の戦闘

終結宣言までに計 7 回の現場視察を行ってい

る 38。戦闘が激しく、まだ訪問が叶わなかっ

た 7 月上旬にはビデオメッセージを作成し、

兵士らに「あなた方の任務に感謝する。政府

はあなたたちを見捨てない」と呼び掛けてい

る 39。これらを受け、国軍広報官は記者会見

の場で、「大統領の現場訪問は士気向上のた

めにたいへんありがたい」との謝辞を述べて

いる 40。

　同年 7 月 24 日の上下両院での施政方針演

説では、国民に向かって以下のように述べ

た 41。

「大統領として、軍と警察の努力を全面的

に支持する。戦場で、国家のため、民主

主義のために命を懸けている人々に。も

しそれを批判するものがあれば…私が責

任を取ろう。」

「国軍と警察は、日々、自らの命を犠牲に

して国家の安全を守る、静かな英雄であ

る。. 彼らには包括的な社会保障を準備し

た。彼らの犠牲に見合う財政的支援をし

なくてはならない。遺族に対しても、住居、

医療、子どもの教育、就職の支援を行う。

私はいつも兵士らにこう言っている。『恐

れるな、任務を全うせよ。私がついている。

政府と、すべての省庁があなたたちにつ

いている』と。」

　戦闘中から大統領は繰り返し、公の場にお

案し、大統領はこれを承認した。過去に、共

産主義勢力やイスラーム過激派との戦闘とい

った国内の任務で殉職した兵士が英雄墓地に

埋葬されたことはほとんどなく、これは異例

の扱いであった 32。2018 年 3 月には、英雄墓

地にマラウィの戦闘の殉職者のみを特別に祀

る慰霊碑が建設され、大統領が除幕式に参列

した。英雄墓地に存在する他の慰霊碑が太平

洋戦争、朝鮮戦争、ベトナム戦争といった数

十年前の戦争の犠牲者のためのものであるこ

とを考慮すると、これもきわめて異例の措置

であったと言えよう。

　陸軍広報部は、マラウィの戦闘から生還し

た兵士らの語りは、陸軍の教育・訓練課程に

おいて重要であると述べる。前線の兵士の勇

敢な行動と、それを後方から支援した数々の

兵士の努力、そして国民からの高い支持につ

いては、部隊教育でも成功事例として説明さ

れているという 33。

2）軍と兵士の家族の間の情報伝達

　ママサパノ事件同様、165 名の殉職者の家

族の模様は繰り返しメディアで放映された。

しかし、遺族が政治家や軍を訴えたり批判し

たりする事案は現在まで発生していない。遺

族には規則で定められている見舞金や補償

金 34 のほか、地方自治体からの特別見舞

金 35、大統領府に対して届いた匿名の寄付も

贈られた 36。また、企業も次々と遺族、遺児

支援を申し出た 37。
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はなく一般のマス・メディアを活用して、社

会にメッセージを発信しようとしてきた点で

ある。たとえば戦闘の続く 7 月、59 名の兵

士と 3 名の警察官が殉職した時点で、国軍民

生課は市民らに、前線の兵士への支持を呼び

掛け、「我々の兵士を支持しよう（Support 

Our Troops）」と印刷された T シャツの販

売を開始した 45。

　戦闘が終結すると、各軍は戦闘の記録を取

りまとめ、社会に向けた情報発信を開始した。

陸軍は司令部にある陸軍博物館にマラウィで

の戦闘の特設展示を設け、殉職者の階級と氏

名を記した石碑を作成した（写真）。陸軍の

作戦研究所（Operation Research Center）は、

『マラウィを超えて（Marawi and Beyoned）』

いて、殉職者への追悼の意と、遺族への全面

的な支援を述べてきた 42。戦闘が終結すると、

戦闘で負傷し治療を受ける兵士らを慰問し、

その後の生活支援を約束し 43、殉職者の遺族

への訪問を続けた 44。

　大統領が兵士への支援を明言し、数々のス

ピーチやメディアへの露出を通じてそれを明

確に発信し続けるのは、新しい現象であった。

4）メディアを通じた情報伝達

　筆者がフィリピンでの調査を通じて面会し

た 10 名の従軍ジャーナリストすべてが、マ

ラウィでの戦闘の殉職者に対する社会の受け

止め方が、従来とは大きく異なると述べた。

　最大の違いは、軍の側が、軍の広報だけで

写真：陸軍博物館に新設された 165名の殉職者の石碑（2019 年 1月 14日、筆者撮影）
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メディアとの関係を変化させたと指摘す

る 49。

　また、戦闘終結後は、兵士の生き方や死に

ざまを中心としたドキュメンタリー番組が何

本も作成された 50。大手テレビ局の ABS-

CBN 社から従軍取材を行ったチアラ・サン

ブラノ（Chiara Zambrano）氏によるドキュ

メンタリー作品『屈することはない（Di Ka 

Pasisiil）51』は、カンヌ映画祭のゴールド・ド

ルフィン賞を獲得した 52。

　自らもマラウィの戦闘の現場を取材したフ

ィ リ ピ ン 探 査 ジ ャ ー ナ リ ズ ム セ ン タ ー

（Phil ippine Center for Invest igat ive 

Journalism）のマニェル・モガト（Manuel 

Mogato）氏 53 は、メディアによる一連の報

道を次のように総括する 54。

「一つの市をすべて犠牲にし、165 名もの

軍人と警察官を犠牲にするという大統領

の政治的判断に対し、ほとんどのジャー

ナリストが異を唱えなかったことは不思

議である。国民も、ほぼ無条件に大統領

の決断を支持していたように見える。鎮

圧に 5 ヶ月もかかるとは、作戦に失敗が

あったのではないか。そもそも、最初の

立てこもり事件が起こるまでの間に、軍

のインテリジェンスはテロリストの兆候

を察知して芽を摘むことができなかった

のか。市民が避難した後の家々から TV

や現金を盗んだ兵士もいた。しかし、フ

ィリピン国内のメディアは、軍を英雄に

仕立てることにのみ貢献した。」

「その原因の一つは、ジャーナリスト自身

というタイトルの写真集、21 冊組のストー

リー集、前線の兵士が作詞作曲した歌の CD

を販売している 46。海兵隊は司令部広報課に

おいて、独自に撮影した戦闘のドキュメンタ

リー・フィルムの放映を行っている。

　他の国内治安維持任務と異なり、作戦がす

でに終了しているので、軍人は比較的、当時

の回想を自由に発信することができ、戦闘を

正当化しやすいという側面もあろう。

　マラウィの戦闘当時、オンラインメディア・

ラップラーの記者として現地で取材を続けた

前出のフォンブエナ氏は、戦闘開始直後の 5

月末の時点で、兵士は従軍ジャーナリストに

対してすでに殉職した仲間について語りたが

っていたと述べ、敵がテロリストであること

が明確であったマラウィの戦闘では、メディ

アも国民も確実に国軍に味方するであろうと

いう確信があったのではないかと分析す

る 47。

　こうした国軍の姿勢を受け、メディアの側

もまた、新しい形の報道を行った。軍が従軍

記者に対して進んで情報提供を行い、死と隣

り合わせの経験や殉職した同僚への思い、遠

く離れた家族への思いなどを語ったことを受

け、ジャーナリストらは、それらのストーリ

ーを次々にソーシャル・ネットワーキング・

サービス（SNS）に投稿した。従来の国軍批

判を封印し、「任務に感謝します」とのハッ

シュタグ（#SalamatSaSerbisyo）をつけた

投稿を拡散させた 48。フリージャーナリスト

のジム・リビラン（Jim Libiran）氏は、マ

ラウィの戦闘では、SNS の普及が、軍人と
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の兵士の海外での殉職事案は過去に 1 件のみ

である。2005 年、国連ハイチ安定化ミッシ

ョン（United Nations Stabilization Mission 

in Haiti）に参加していた兵士の乗った車両

が現地の反政府勢力からの攻撃を受け、陸軍

曹 1 名が死亡した 55。フィリピン外務省の報

道官は、「兵士らは現地でのリスクを承知し

ている。我々は事実を受け入れ、遺族にでき

る限りの支援を行う。部隊派遣は継続する。」

と述べた。当時のグロリア・マカパガル＝ア

ロヨ（Gloria Macapagal-Arroyo）大統領も、

家族への適切な支援を約束しつつも、「フィ

リピン国内で任務に従事する兵士らもリスク

を負っている。ハイチからの部隊の撤退は考

えていない。」と述べた。大統領は現地での

追悼儀式にもメッセージを寄せた 56。

　2014 年、ゴラン高原でヌスラ戦線が、国

連 兵 力 引 き 離 し 監 視 隊（United Nations 

Disengagement Observer Force）に派遣さ

れていたフィジー兵士とフィリピン兵士を人

質に立てこもった 57。これを受け、アキノ政

権は、2012 年 7 月までにゴラン高原からの

部隊の撤退を決定した。国防省は、撤退の理

由は、現地の治安の悪化によって兵士の安全

確保が困難になったためであると明言してい

る 58。アキノ大統領は国連気候サミットに参

加中、米国メディアの取材に答えて、撤退の

理由はフィリピン兵士が適切な装備品で自衛

することが困難になったからであると述べ

た 59。アキノ政権はまた、国連リベリアミッ

ション（United Nations Mission in Liberia）

からも、エボラ出血熱の蔓延を理由として

がテロリストへの恐怖と憎しみを強く感

じていたことであろう。メディアは報道

の中立性を貫くよりも軍に肩入れした印

象がある。また、何十年も続く共産主義

やイスラーム分離派との地味なゲリラ戦

とは異なり、テロリストを掃討するため

の市街戦という派手な設定が、ジャーナ

リストの取材意欲を刺激した側面、そし

て、かつてないほどに兵士に密着取材を

行えるという機会が、彼らを昂揚させ、

その結果、兵士に同情的な論調が広がっ

たという側面もあろう。」

　すでに述べたように、過去の戦闘において

は、しばしば、メディアや国民は国軍ではな

く「敵」である反政府勢力のほうに感情移入

することもあった。しかし、イスラーム分離

派を含めほとんどの市民社会組織が「マウテ・

グループ」を共通の敵とみなし、大統領が現

場の兵士らの行動を全面的に肯定するなか、

軍が社会に対して戦略的な情報発信を行い、

メディアがそれを肯定的に受け止めて再発信

する、という新しい関係が形成されたのであ

った。

５．国際平和協力における殉職と政治家の説

明

　一方で、国際平和協力活動における殉職を

めぐっては、欧米諸国と異なり、軍は国民に

対して多くを発信せず、また、メディアもほ

とんど関心を払わない状態が現在も続いてい

る。

　国軍 PKO センターによると、フィリピン

P117-木場.indd   131 2019/07/04   18:31:12



国　際　協　力　論　集　　第 27 巻  第 1 号132

員を派遣しているのみである。

Ⅳ　結論

　本稿では、兵士の殉職があまり社会の注目

を集めない非欧州の国においても、軍の新し

い任務に伴う兵士の殉職が政府や世論を動か

すという、西欧と類似の事象が観察されるこ

とを説明した。フィリピンの事例から得られ

る示唆は、以下の 2 点である。

　第一に、どれほど兵士の殉職が日常化しよ

うとも、新たな任務の追加によって発生した

殉職については、軍、政府、メディアは新し

い反応を見せる。つまり、軍と社会との関係

は決して硬直したものではない。兵士の家族

らは金や権威によって黙らされているわけで

はないし、国民は単に無関心なわけではない。

ママサパノ事件における 49 名の警官の死亡、

そしてフィリピン本土での対テロ市街戦とい

った予期せぬ形での殉職は、政治家を動かし、

メディアを動かし、世論を動かし、従来は声

を上げなかったはずの遺族をも動かした。

　第二に、対テロ戦争という、敵が明確であ

る国内の戦闘においては、軍は積極的にメデ

ィアや国民に向けてストーリーを発信する。

国民が関心を持たない、あるいは国民からの

支持が得られそうにない任務（共産主義武装

勢力との戦闘など）においては決して使用し

ない手段を用いて、軍の側が進んで情報伝達

を行う。過度に美化されたストーリーであれ、

精神論であれ、その情報伝達の新しさと、そ

れを受け止める社会の側との相互作用は、注

目に値する。

2012 年に部隊を撤退させた 60。

　国軍 PKO センター司令官のパンゴック陸

軍大佐は、国内の任務で殉職の覚悟ができて

いる兵士らは PKO でのリスクには物心両面

で完全に備えており、どのような事案が発生

しても軍内部には動揺は拡がらないと断言し

つつ、「あとは政治の問題だ。政治家は、（海

外任務中の自国兵士の戦死に）耐えられない

のではないか」と述べる 61。

　前出のモガト記者は、海外におけるフィリ

ピン兵士の戦死の事例がほとんどないので推

測に過ぎないとしつつも、次のように分析し

ている 62。

「大統領や外務省は、PKO に派遣される兵

士も、出稼ぎ労働者として海外に居住す

る文民も、同じように見ているのではな

いか。フィリピンでは出稼ぎ労働者は国

の英雄とされている。治安の安定しない

中東諸国で就労している彼らは、国のた

めに外貨を稼ぐ兵士のようなものである。

そうした自国民が、テロ、自然災害、犯

罪などに巻き込まれるのは、いかなる政

権にとってもリスクである 63。海外出稼ぎ

労働者に死傷者が発生すると、外務省は

直ちに、『残された家族のために最大限の

ケアをする、遺体は必ず祖国に戻す』と

いったプレスリリースを発出する。兵士

であれ文民であれ、同じことではないか。」

　ゴラン高原とリベリアへの部隊派遣中止以

降、2019 年 3 月現在、フィリピンは国連

PKO への部隊派遣を行っておらず、中央ア

フリカに 2 名、南スーダンに 2 名の司令部要
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契機とした軍と社会の間の相互作用の変化の

パターンを理論的に分析することを課題とし

たい。
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　つまり、非欧州の国々においても、冷戦後

の欧米でみられるように、予期しない形での

殉職を契機として新しい相互作用が生まれ、

軍の任務に対する理解や殉職に対する社会の

受容が進んでいく可能性は、おおいに残され

ていると考えられる。

　もっとも、それが機能するための最低限の

政治的・社会的な基盤については、検討する

必要があるだろう。報道の自由が保障されて

いること、政府エリートが文民であることな

どは、その一つである。たとえば、フィリピ

ン国内の軍事作戦のなかで民間ジャーナリス

トによる従軍取材が許されるものはほんのわ

ずかであり、対共産主義勢力やイスラーム武

装勢力と軍との交戦の実情や、軍と武装勢力、

そして現地の文民の実際の被害状況を国民が

知る機会はほぼ閉ざされている。クーデター

による軍事政権と文民政権が繰り返されるタ

イのような国においては、兵士の殉職につい

て、軍事政権の長が国民に果たす説明責任と、

文民政治家による説明責任のあり方は大きく

異なるに違いない。また、その国や地域に固

有の文化的な諸条件が、双方向の情報伝達の

経路を阻害する可能性も考えられる。たとえ

ば、王室や宗教指導者のような権威を前に、

遺族や国民が異議申し立てを控えることも考

えられる。そもそも、個人が軍のありかたに

意見するような状況が生まれないような制度

設計がなされている可能性もある。

　今後は、タイ、インドネシア、マレーシア

などの周辺諸国の初期条件や事例を比較検討

しつつ、東南アジアにおける、兵士の殉職を
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うに機能するとは限らない。たとえば、国連
PKO 現場への各国メディアの取材を一律に義務
化したからといって、すべての国のメディアが
同じように自国政府に対して説明責任を要求す
るわけではない。

３　軍や政治家が遺族や社会に説明責任を果たす
ために制度を構築していくプロセスにも着目す
べきである。同論文は、ドイツ連邦軍の兵士が
海外で殉職した場合、ドイツの警察が現地に向
かって独自の現場検証を行っていること、また、
遺族から事件発生の現場に赴きたいとの希望が
あれば治安を考慮したうえで手助けを行うこと
にも言及している（Yasutomi 2019）。これは、
兵士らが制度に従うだけでなく、遺族や市民の
無念に応えるために、新たな制度をつくりだし
た事例であるといえよう。

４　どの国の軍も、その構成員に対し、万一の場
合には犠牲を払うという宣誓を行わせ、死傷の
リスクについて繰り返し教育しているはずであ
る。

５　ごく最近、日本の「社会」が自衛隊員の戦死
に向き合う準備ができていないとする貴重な論
考がいくつか発表されている。井上義和は『未
来の戦死に向き合うためのノート』（2019）のな
かで、「自衛隊は戦死にどう向き合うか（リスク
対処）」、「国家は戦死にどう向き合うか（追悼行
事、慰霊施設など）」、「遺族は戦死にどう向き合
うか（補償）」ではなく、「私たちは戦死にどう
向き合うか」という問いを引き受けるべきであ
るとしている（井上 2019：54）。また三浦瑠麗は、

「隊員に非合理的な犠牲（＝死）をときに要求せ
ざるを得ない」市民社会のジレンマを真剣に考
えなくてはならないと指摘する（三浦、猪瀬
2017：62）。安富は、本稿でも挙げた Kümmel
らや Leonhard の理論を引用しつつ、平和・安
全法制の成立後の日本社会が将来の自衛隊員の

「戦死」にいかに備えるべきかを論じている
（Yasutomi 2018）。本稿もこれらの研究と同様
の問題意識に基づいている。社会の受容とはつ
まり、国家や軍の内部の備えや制度の拡充では
なく、市民が兵士の犠牲に耐え、それを消化し、
引き受けていくことができる状態を指す。

６　たとえばインドネシアは 1950 年代から国連
PKO に積極的に部隊を派遣しているが、その意
義や価値は、冷戦を経た後に積極的な国際貢献
を希求するようになった西欧や日本とはそもそ
も異なっている。

７　マルコス政権下で、マルコスの個人的ネット
ワークの内部の軍人のみが優遇され、士官学校
卒業生よりも高い待遇を受けていることに不満
を抱く青年将校らが、1982 年、グレゴリオ・ホ
ナサン大佐を中心に国軍改革運動（Reform  the  
Armed  Forces  Movement）を組織して反マル
コス運動に加わった。同組織は 1986 年の民主化
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注
１　たとえば、後述するドイツの例では、冷戦下

における核戦争での戦死は漠然と想像されてい
た反面、アフガニスタンでの即席爆弾装置によ
るドイツ兵の死は「予期せざる形での殉職」で
あった。東南アジアにおいても、国内の反政府
勢力との戦闘による殉職は受容されているにし
ても、国際・国内環境の変化に伴って、市民が
まったく想定していなかったような規模・内容
の殉職が発生した際には、市民がそれを受け入
れるに一定の時間やプロセスが必要であると考
えられる。

２　政府の制度のみに注目すれば、安全保障政策
や軍事作戦に関する議会の監視の強弱が挙げら
れる。国際平和協力活動への派遣開始・継続・
計画変更に議会承認が必要かどうか、軍事オン
ブズマンの有無などの研究は存在する。同時に、
市民社会の側の制度には、メディアによる軍の
活動の監視、軍人による集合行動（労働組合活
動など）の可否、軍関係のアソシエーション（家
族会、退役軍人会など）の有無についても欧米
を中心に研究がある。しかし、ある国で機能し
ている制度を他国に移植しても、それが同じよ
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した MILF とフィリピン政府との和平枠組み合
意に異論を唱えていた。

17　これ以前にも、たとえば 2007 年にバシラン島
で発生した海兵隊とイスラーム急進派のモロ・
イスラム解放戦線（Moro Islamic Liberation 
Front：MILF）との戦闘で、海兵隊から複数の
殉職者が発生し、うち 10 名の兵士は斬首された
状態で発見されるなど、メディアが殉職をセン
セーショナルに報じた事例は存在する。
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Inquirer, November 4, 2013.
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の撤退を要求したことを受け、アロヨ大統領が
直ちに撤退を決定したことがあった。この決定
は米国からの強い非難を招いた。
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Bearing soldiers’ deaths: Changing Communication between 
the Armed Forces and Society in the Philippines

KIBA Saya ＊

Abstract

　　This research seeks to answer the following questions: 1） How the people in 

Southeast Asia accept and digest deaths of soldiers in various missions; 2） How the 

governments become accountable to the people for any military casualties. Ben-Ari 

（2005） analyzes that official commemoration and remembrance is significant 

component for the “good death” which gives legitimacy on the death of soldiers. 

Kümmel and Leohnard （2005） argue that social learning towards the casualties is 

essential and it is done through the processes in which the public are better informed 

of the right reasons the death of soldiers engaged in specific missions. Both studies 

focus on interaction between government/ the armed forces and society digesting the 

incidents. 

　　Based on those existing studies, the research hypothesizes various factors which 

can elevate the people’s sensitivity towards military deaths in the Philippines, where 

soldiers’ death in domestic counter-insurgency missions is still common and has long 

been treated with less honor and respect compared to most of the Western 

democracies. However, two cases （Mamasapano massacre in 2015 and battle of 

Marawi in 2017） show that the diverse missions of the armed forces have raised 

demands for much improved treatment of soldiers’ deaths. As a result, governments 

and the armed forces are getting more accountable to the people for military 

casualties.
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